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１
地域福祉とはどのような意味があるのかを理解するために、

まず概念を整理する。
また地域福祉の主流化といわれる現代までに、
地域福祉を支えてきた基本的な理念を掲げる。

２
1960 年代から 2010 年代の地域福祉政策の流れと、

民間での実践現場における動向、
その時代ごとの基本的理念を絡ませながら記述し、

地域福祉の発展過程の理解を深める。

３
これからの地域福祉において解決すべき課題、

担っていくべき役割と機能を明示し、
今後のあり方を展望する。
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1. 地域福祉とは

　現代は「地域福祉の時代」といわれている。地域福祉とはどんな意味な

のか。地域福祉とは、どのような社会的背景から生み出されて、どんな基

本的理念があるのか。本章では、地域福祉の意味とその内容、地域福祉へ

の流れと今後の課題と展望について論じていくことにしたい。

A. 地域福祉の定義

　「地域福祉」という用語が使用され始めたのは、1960 年頃からで一般的

に使用されたのは 1970 年以降である。イギリスのコミュニティケアの概

念から日本独自の概念である「地域福祉」が生み出された。

　この地域福祉がどのように定義されているのか、その概念整理をまずし

ておく。

　『エンサイクロペディア社会福祉学』では次のように説明されている。

　「地域福祉とは自立支援が困難な個人や家族が、地域において自立生活

ができるよう必要なサービスを提供することであり、そのために必要な物

理的・精神的環境醸成を図るとともに、社会資源の活用、社会福祉制度の

確立、福祉教育の展開を総合的に行う活動と考えることができる」（1）。

　また、『社会福祉用語辞典』では、「地域社会において、地域住民のもつ

課題を解決したり、また、その発生を予防するための社会福祉施策とそれ

に基づく実践をいう」（2）となっている。

　これらのことから、地域福祉とは、さまざまな生活問題をかかえている

人びとが、社会資源（制度・政策、相談のための専門機関・組織・団体、

福祉サービスを提供する組織、近隣住民活動）を利用しながら、地域の中

で自立して主体的な選択のもとに生活していけるような状態を作り上げる

こと、すなわち地域生活支援であり、そうした社会に組み立てることを指

すと考えたい。

　地域福祉が、どのような要件を持った概念であるかについては、これま

で、岡村重夫、右田紀久恵、真田是、三浦文夫、永田幹夫、大橋謙策らが

論じてきた。これらの理論の内容と変遷については、第 3章で論じられる

ので、本章では、現代の地域福祉がどのような構成要素を有しているかに

ついてみてみよう。

コミュニティケア
多様なニーズを持つ人び
とが地域の中で生活して
いけるように支援してい
くこと。イギリスの精神
障害者への支援および児
童保護の分野から始まっ
たといわれている。

地域生活支援
総体的には、高齢者や障
害者等が地域において自
立生活が送れるように支
援することを指す。障害
者分野では、地域生活支
援事業の実施は障害者総
合支援法によって定めら
れている。

岡村重夫

右田紀久恵

真田是

三浦文夫

永田幹夫

大橋謙策
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B. 地域福祉を構成する理念

　武川正吾は、いまは、「地域福祉の主流化」の時代であるとして、「日本

の社会福祉は、地域福祉というプリズムを通して考えられるべきである」

とする。そして、1960 年代から今日に至るまでの間に理念として付け加

えられてきた要素から成立するとしている。すなわち、60 年代～ 70 年代

の「地域組織化」、80 年代の「在宅福祉」、90 年代前半「住民参加型福祉」、

90 年代後半「利用者主体」の 4つの要素である（3）。

　これら以外にも、70 年代に日本に流布した「ノーマライゼーション」

の理念や、「地方自治・地方分権」、「権利擁護」「自立支援」「社会的包

摂」といったことも、現在の地域福祉をかたどる構成要素といってよいで

あろう。また介護保険以降に本格的に推進された「福祉サービスの市場

化」も、地域福祉をとらえる上では、見逃すことができない大きな要素で

ある。これらの要素は、諸外国からの理論や活動から影響を受けたものも

あれば、日本独自に根をはった文化的な要素を帯びたものもある。おそら

くは、両者がとけあった形で成り立っているのが現状の地域福祉であり、

さまざまな経緯を経た上での福祉のあり方である。

　地域福祉を理解するために、地域福祉という概念がどのような流れの中

から出てきたものであるのかをまずおさえておきたい。

2. 地域福祉政策の動向と地域福祉理念

A. 社会福祉法における「地域福祉」

　「地域福祉」が法律の条文として盛り込まれたのは、2000（平成 12）年

の社会福祉法の中である。社会福祉法 1条には、「この法律は、社会福祉

を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、社会福祉を目

的とする他の法律と相まつて、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地

域における社会福祉（以下「地域福祉」という）の推進を図るとともに、

社会福祉事業に公明かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業

の健全な発達を図り、もつて社会福祉の増進に資することを目的とする」

とあり、「地域福祉の推進」が明文化されている。

　また、社会福祉法 4条には「地域福祉の推進に努めなければならない」

武川正吾

地域組織化

在宅福祉

住民参加型福祉

利用者主体

ノーマライゼーション

地方自治・地方分権

権利擁護

自立支援

社会的包摂
ソーシャル・インクルー
ジョンともいう。社会か
ら排除されがちな高齢
者、障害者、母子や父子
などの単身世帯などのマ
イノリティを、社会にお
いて自立できるように支
援していく取り組み。

福祉サービスの市場化
たとえば介護サービスな
どのサービスを民間企業
等が提供すること。措置
制度においては、行政な
どの公的機関からサービ
スが提供されるため、利
用できる人が限定される
という問題点もあった。

社会福祉法 1条

社会福祉法 4条

地域福祉の推進
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ことが明記され、地域福祉を推進する主体は、地域住民、社会福祉を目的

とする事業を経営するもの、社会福祉に関する活動を行うものと大きく 3

つに分けられ、従来よりも広範囲の人・団体が想定されている。

　この地域福祉の明文化への流れは一様ではなく、社会福祉から地域福祉

へと流れが変遷していく必然性があった。

B. 福祉六法時代と地域福祉

［1］個人の問題から社会的課題へ
　わが国の社会福祉制度が整備されたのは戦後からで、分野ごとにそれぞ

れ制定され社会福祉六法体制として 1960 年代までに確立された。

　各法制度は、金銭的な援助、身体的自立への支援、就労支援が中心で、

高齢者・障害者へのケアなども家族内による「自立・自助」が基本であっ

て、それが不可能な場合に、行政が援助するということが原則であった。

　しかし、1950 年代半ばから始まっていた日本経済の急成長は、国を経

済的に豊かにしたが、一方では、社会や地域を大きく変え、多くの社会福

祉問題を発生させた。宮田和明が「『高度成長』下における生活構造の変

化は、日常生活の上での介助・養育を始めさまざまな援助を必要とするこ

れらの人々の生活基盤をいっそう弱める方向に働き、これまで私的な対応

によって『解消』されてきた問題を一挙に顕在化させることになった」（4）

とするように、個人が抱える問題であっても、対象者本人あるいは家族内

だけで対応することが困難になっていった。そこで、社会で対応していか

なければならないとする動きが起こってくるのである。

［2］地域組織化
　1960 年代・70 年代の地域福祉の主要な理念であった地域組織化は、コ

ミュニティ・オーガニゼーションの考え方を汲んでいる。アメリカにおけ

る実践であったコミュニティ・オーガニゼーションがどのように理論化さ

れ、定義づけされていったかについては、第 3章の中で詳述される。

　地域組織化は、1962（昭和 37）年に出された社会福祉協議会基本要項

（以下、基本要項とする）にも打ち出されている社会福祉協議会の基本原

理でもある。

　基本要項の前文には次のように記されている。「有機的、組織的な体制

を確立することが必要であり、しかもこれらの活動と体制は、緊密な公私

の協力と専門家および住民の提携によって推進される。」

　基本要項では、住民のニーズを発見・明確化し、そのニーズに対応でき

地域福祉を推進する主体

社会福祉六法体制
社会福祉六法とは、生活
保護法、児童福祉法、身
体障害者福祉法、知的障
害者福祉法、老人福祉
法、母子および寡婦福祉
法で、これらの対象者領
域ごとに事業を実施し、
サービスを提供していく
あり方のことをいう。

コミュニティ・オーガニ
ゼーション
ケースワーク、グループ
ワークと並ぶ援助技術の
1つで地域そのものを対
象とする。

社会福祉協議会基本要項
1962（昭和 37）年に出
された社会福祉協議会の
基本原則を定めたもの。
社会福祉協議会の性格を
「一定の地域において、
住民が主体となり、社会
福祉、保健衛生その他生
活の改善向上に関連のあ
る公私関係者の参加、協
力を得て、地域の実情に
応じ、住民の福祉を増進
することを目的とする民
間の自主的な組織であ
る」とした。
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るように、地域福祉計画の策定、住民の協働促進、関係機関・団体・施設

などとの連絡調整、社会資源の造成・動因を含む一連の活動を行っていく

こと、さらに、社会調査、集団討議、広報・説得などの援助技術を活用す

ることが社会福祉協議会の基本的機能であるとしており、まさにコミュニ

ティ・オーガニゼーションの実践が重視されていた。

C. 施設福祉の重視とコミュニティ政策としての地域福祉

［1］施設の拡大
　1971（昭和 46）年には「社会福祉施設緊急整備 5ヶ年計画」が策定さ

れたが、高齢化の進展、家族形態や扶養意識の変容などによって、1人暮

らし高齢者や要介護高齢者が増加した結果、施設ニーズが高まって、特に

特別養護老人ホームは急速に設置されていった。障害者分野においても、

大規模施設が各地に作られて、機能集中型の治療施設こそが障害者にとっ

ての良策であるとされた。当時においては、高齢者や障害者がどこで暮ら

したいか、どのような生活を送りたいかということについてはあまり考え

られず、社会的にどう対応すべきかの視点から施設入所が推進されたので

ある。これを施設福祉中心の時代と呼ぶことができる。

　施設整備は不可欠であり、施設でのケアはケースバイケースで必要とな

るが、社会からの隔離という面において高齢者や障害者の主体性を奪い、

普通に地域で生活をする権利を剥奪するものであった。

　しかし、1974（昭和 49）年の世界的なオイルショックの波は、充実し

始めた社会福祉のインフラ整備を直撃した。東京都などの革新自治体のも

とで進んでいた社会福祉制度は大幅な縮小を余儀なくされていったのであ

る。これ以降、「日本型福祉社会論」が登場し、欧米諸国と比較すれば 3

世代同居率が高い日本において、家族を介護のための「含み資産」とする

考え方が出てくるが、これには福祉サービスの支出抑制の意味もあった。

［2］国の「コミュニティ政策」としての地域福祉
　地域福祉は、住民運動や障害者自立生活運動、ノーマライゼーションの

潮流からも影響を受けたが、他方、国家政策として推進されてきたことも

確かである（5）。1969（昭和 44）年に出された国民生活審議会コミュニテ

ィ小委員会「コミュニティ―生活の場における人間性の回復」や、1971

（昭和 46）年の中央社会福祉審議会「コミュニティ形成と社会福祉」な

どが、そうしたコミュニティ政策と呼ばれるものの方針を打ち出している。

　これらの報告書は倉田進によれば、次のような立場をとったものであっ

地域福祉計画

社会福祉施設緊急整備 5
ヶ年計画
1971（昭和 46）年に制
定された社会福祉施設数
の充実を目標とした計
画。高齢者の増加という
社会的背景から、特に特
別養護老人ホームの建設
を進めた。

日本型福祉社会論
公的機関からの福祉サー
ビス提供ではなく、自立
自助を基本とし、家族を
含み資産とみる福祉社会
論。1970 年代に、オイ
ルショック後の経済的不
況時に出された。
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た。「これまで伝統的であるが、ともかくもコミュニティ的なものとして

捉えられてきたあり方を、現代に適合的でないとして一方で伝統回帰を否

定し、他方で現状批判に基づいてコミュニティ形成を推進しようという立

場である」（6）。つまり従来型の村落共同体や都市隣保組織は、自立性や開

放性に欠けている。また、現代の都市社会は、個人が自由であり、わずら

わしさからも自由になったが、その分だけ孤立感も高まった、だからこそ、

個人と家庭の自立を維持しながらも、開放的な人びとの信頼関係に基づく

人間関係の創造が必要、とする趣旨であった。しかし、こうした国の審議

会が示したコミュニティに対する見解には、さまざまな批判と評価がなさ

れた。一連のコミュニティ政策の意図がどこにあったかは見解が分かれる

ところだが、地域社会を再生することが必要であること、地域での人間関

係を再構築していくことの重要性を主張とする点において、地域福祉政策

に大きな影響をおよぼしていった（7）。

　この一方で、各地では闘争型の住民運動やまちづくり運動（地域復興型

の村おこし、まちおこしなど）が展開しており、地域を舞台とした住民の

動きが活発に見られた時代でもあった。

D. 施設福祉から在宅福祉への移行

［1］ノーマライゼーション理念がもたらした影響
　地域福祉に精神的な面で大きな影響をもたらしたのが、北欧で生まれた

ノーマライゼーション理念の浸透である。高齢者や障害者が、それまでの

関係性を断つことなく、地域の中で生活が継続できること、また高齢者や

障害者が身近に生活している社会こそが「当たり前の社会」であるという

精神は次第に浸透していった。

　ノーマライゼーション理念に加えて、さらにアメリカで起こった障害者

の自立生活運動（IL 運動）や、1981（昭和 56）年の国際障害者年などの

動きによって、地域での自立した生活への希求と、そのための社会資源整

備への要求はさらに高まったと考えられる。

　ノーマライゼーションや自立生活運動が今日の地域移行、地域福祉への

流れに与えた影響は大きい。

［2］在宅福祉をめぐる論議
　在宅福祉の具体的な展開に大きな影響を与えたのは、1979（昭和 54）

年に全国社会福祉協議会から出された「在宅福祉サービスの戦略」である。

在宅福祉の重要性については、すでに 1972（昭和 47）年『厚生白書』に

自立生活運動（IL 運動）
1960 年代にアメリカか
ら起こった障害者の自立
を求めた運動。自己決定
を自立の基本においてお
り、介助が必要な重度障
害者も自立した存在であ
ることを主張した。

地域移行
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も「老人家庭奉仕員を中心とした在宅福祉対策の大幅な充実は、近年の最

大課題のひとつ」とされていることからもわかるように早くから認識され

ていた。しかしながら、その後のオイルショックによる景気後退などによ

って、必ずしも在宅福祉が充実の一途を辿ってきたとはいえない。在宅福

祉が名実ともに展開してくるのは 1980 年代以降である。これは、たとえ

ば、「日常生活用具給付事業」という 1つの事業からもうかがえる。筆者

の調査では、東京都の「高齢者日常生活用具給付事業」の種目は、1980

（昭和 55）年にはベッドなど 7種類であったが、1989（平成元）年には

22 種類に増加している。障害者分野も同様に大きく 80 年代に日常生活用

具の種類が増加しており、在宅福祉充実を示す 1つのあらわれでもある。

　このように地域福祉は「在宅福祉」が先行して 1980 年代頃より提唱さ

れたが、この当時には在宅福祉＝安上がり福祉であるとして、大きく批判

されたことも事実である。

E. 地域福祉への始動─社会福祉関係八法改正

　1990（平成 2）年の社会福祉関係八法の改正の時点では、社会福祉事業

法の中にまだ「地域福祉」の文言は取り入れられていない。しかし、地方

分権、在宅福祉と施設福祉の一元化など地域福祉の基盤づくりへとつなが

る動きはすでに整いつつあった。

　その後、1990 年代後半からの社会福祉基礎構造改革の中で、社会福祉

法は改正され、先に述べた「地域福祉の推進」へとつながるのである。

　ここでは、現在の地域福祉における 3つの理念について記しておきたい。

［1］住民参加と住民主体
　まず 1つは、「住民参加」である。「住民参加」は、社会福祉法において

地域福祉計画策定の際に必須とされた事項である。また、在宅福祉サービ

スが十分でなかった 1980 年代には、「住民参加型在宅福祉サービス」団体

として、住民同士の相互扶助の要素が大きい団体も各地で出てきた。この

動きは、具体的な家事援助を中心としたものではあったが、住民、特に地

域活動を担っていた女性たちが自らの地域における問題と捉えて主体的に

動いたものもあった。

　右田紀久恵は、90 年代前半に「自治型地域福祉」を提唱し、次のよう

に著している。「地域福祉は地域社会における住民の生活の場に着目し、

生活の形成過程で住民の福祉への目を開き、地域における計画や運営への

参加を通して、地域を基盤とする福祉と主体力の形成、あらたな共同社会

社会福祉関係八法改正
1990（平成 2）年の「老
人福祉法等の一部を改正
する法律」を指し、社会
福祉関係の 8つの法律を
改正した。在宅福祉の明
文化、在宅福祉と施設福
祉の市町村一元化などを
行った他、各自治体へ老
人保健福祉計画の策定を
義務づけた。

住民参加型在宅福祉サー
ビス
住民によって提供される
家事援助などの在宅福祉
サービスのこと。1980
年代に各地で行われるよ
うになり、団体数も増加
した。かつては措置制度
のもとで在宅福祉サービ
スを利用できる人が限定
されていたため、サービ
ス不足を補う意味合いが
強かったが、現在では、
介護保険の利用ができな
い高齢者など制度のはざ
まにいる人たちへのニー
ズに対応しているところ
が多い。
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●解説文中の太字は国家試験で出題された箇所です。

阿
あ

部
べ

志
し

郎
ろう

〔1926─ 〕
横須賀基督教社会館館長としての幅広い実践を踏ま
えて、地域福祉理論の構築を行った。岡本栄一によ
る地域福祉理論類型化では、「コミュニティ重視志
向軸」に分類されている。主な著書に『地域福祉の
思想と実践』（1986）などがある。

一
いっ

般
ぱん

的
てき

コミュニティ
岡村重夫によって類型化されたコミュニティの 1つ
で、一般の人びとによって構成されるコミュニティ
のこと。社会的不利条件をもつ人びとと、それに対
して支援する集団を「福祉コミュニティ」とし、一
般的コミュニティの下位集団として位置づけた。

右
う

田
だ

紀
き

久
く

恵
え

〔1931─ 〕
地域福祉理論を構築した。牧里毎治の分類による
と、右田の理論は「構造的アプローチ」の中の「政
策制度的アプローチ」に位置づけられている。1990
年代には「自治型地域福祉論」を展開した。主な著
書に『自治型地域福祉の展開』（2005）などがある。

ウルフェンデン報
ほう

告
こく

1978 年にイギリスで出された「ボランタリー組織
の将来」と題されるレポートのこと。福祉サービス
の多様な供給主体の必要性を説き、「福祉多元主
義」を打ち出した。

運
うん

営
えい

適
てき

正
せい

化
か

委
い

員
いん

会
かい

福祉サービスに関する適正な運営を確保し、かつ苦
情処理を担当する都道府県社会福祉協議会に設置さ
れた機関。社会福祉法 83 条に規定がある。機能と

して、①苦情解決に必要な調査、助言、あっせん、
②都道府県への通知、情報提供、③年度ごとの報告
書の作成・公表がある。

N
エヌ

P
ピー

O
オー

法
ほう

人
じん

（特
とく

定
てい

非
ひ

営
えい

利
り

活
かつ

動
どう

法
ほう

人
じん

）
〔non- profit organization〕
1998（平成 10）年の特定非営利活動促進法（NPO
法）によって規定された法人。この法人には、寄附
したものに対する税控除や特定事業の法人税の軽減
措置が行われる。保健・医療・福祉分野で活動する
ところが最も多い。毎年 1回は、事業報告、役員名
簿などの提出が求められる。

エリア型
がた

コミュニティ
2005（平成 17）年に出された「コミュニティの再
興と市民活動の展開」の中で使われた用語。「エリ
ア型コミュニティ」とは同じ生活圏に居住する住民
によって作られるコミュニティのことを指す。ここ
では、全世帯加入が原則であり、地域住民の生活全
般にかかわる問題に対応することが求められてい
る。これに対するのが「テーマ型コミュニティ」
で、これは特定のテーマの下に有志が集まって構成
されるコミュニティである。

エンパワメント
問題を抱えるクライエントが有する潜在的な力を引
き出すことによって、課題解決を図るように支援す
ること。

岡
おか

村
むら

重
しげ

夫
お

〔1906─2001〕
地域福祉の 3構成要素である「コミュニティケア」
「地域組織化」「予防的社会福祉」を提唱し、それ
により長期的な社会福祉計画において地域福祉サー
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地
域
福
祉
の
理
論
と
方
法

国
家
試
験
対
策
用
語
集

ビスを展開できるとしたことで有名。また福祉国家
は選別的処遇ではなく国民すべてを対象とする普遍
的処遇に特徴があると述べている。

小
お

河
がわ

滋
しげ

次
じ

郎
ろう

〔1863─1925〕
社会事業家、監獄学者として知られる。1918 年に
当時の林市蔵大阪府知事とともに、貧困世帯の救済
のために方面委員制度（現在の民生委員制度）を創
設した。

奥
おく

田
だ

道
みち

大
ひろ

〔1932─ 〕
社会学者。コミュニティ論。地域社会の分析枠組み
を示し、コミュニティを「地域共同体モデル」「伝
統型アノミーモデル」「個我モデル」「コミュニティ
モデル」の 4つに類型化した。

介
かい

護
ご

等
とう

の体
たい

験
けん

1998（平成 10）年度より小・中学校の教員免許を
取得するものに対して「介護等体験」をすることが
求められている。

下
か

位
い

コミュニティ
岡村重夫によって位置づけられた「福祉コミュニテ
ィ」のこと。岡村は、「社会的不利条件を持つ人び
と」を中心として結ばれたこの集団を、一般コミュ
ニティの中の下位コミュニティと位置づけた。

賀
か

川
がわ

豊
とよ

彦
ひこ

〔1888─1960〕
キリスト教社会事業家として、貧困者のためのセツ
ルメント運動を展開した。消費者協同組合の設立者
としてもその名を知られている。1920（大正 9）年
に出版された『死線を越えて』は当時、ベストセラ
ーとなった。

学
がく

習
しゅう

指
し

導
どう

要
よう

領
りょう

文部科学省が告示する教育課程の水準のこと。教科
内容とその取り扱い、基本的指導事項などを示して
おり、総則、教科、道徳、特別活動からなる。小学
校、中学校、高等学校、特別支援学校を対象にして
いる。

学
がく

童
どう

・生
せい

徒
と

のボランティア活
かつ

動
どう

普
ふ

及
きゅう

事
じ

業
ぎょう

1977（昭和 52）年に、国庫補助事業として開始さ
れた。目的として、小・中・高校生に対して、社会
福祉に対する理解を進め、地域社会の啓発を図るこ
と等があった。

合
がっ

併
ぺい

特
とく

例
れい

法
ほう

1965（昭和 40）年に制定された「市町村の合併の
特例に関する法律」のこと。合併協議会の設置、住
民発議制度、各種の特例などを定めている。2005
（平成 17）年を期限として合併特例債を中心とし
た財源措置が創設された。

ガバナンス
「統治」と訳され、ソーシャル・ガバナンスの用法
で用いられる。特に、福祉社会構築にむけて、市民
による統治の意味合いをもっている。

企
き

画
かく

指
し

導
どう

員
いん

1963（昭和 38）年度から、全国社会福祉協議会に
設置された国庫補助による職員。民間社会福祉活動
の充実と発展を図るためにおかれている。

共
きょう

同
どう

性
せい

コミュニティの定義に共通する概念の 1つ。ヒラリ
ー（Hillery, G. A., Jr.）は、「コミュニティ」の定義
を整理して、その共通概念を「共同性」と「地域
性」であるとした。

共
きょう

同
どう

募
ぼ

金
きん

全国的に実施されている募金活動。第一種社会福祉
事業に位置づけられている。寄付金は都道府県内に
おいて配分されるが、災害支援の場合は例外とされ
ている。期間は、10月 1日～ 12月 31日である。

キングスレー館
かん

1897 年に片山潜によって神田三崎町に作られたセ
ツルメント。日本におけるセツルメント活動の端を
開いたといわれている。

グリフィス報
ほう

告
こく

イギリスのロイ・グリフィス卿（Griffiths, R.）が
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中心となって作成した「コミュニティケア：行動の
ための指針」のこと。コミュニティケアの目的を在
宅ケアにあるとしたが、費用に見合ったサービス供
給のあり方を強調した。

ゲマインシャフト／ゲゼルシャフト
〔Ge meinschaft/Gezellschaft〕
テンニース（Tönnies, F.）が『ゲマインシャフト
とゲゼルシャフト』（1887）で提示した概念。前者
は、他者と感情的に結合して共同生活を送ろうとす
る生得的な本質意志から生じる集団で、全人格的な
結びつきが特徴。後者は、何らかの目的を達成する
ために共同で生活しようとする理性的な選択意志か
ら形成される集団で、打算的・契約的な結びつきを
特徴とする。

健
けん

康
こう

増
ぞう

進
しん

法
ほう

2002（平成 14）年、国民の健康維持と現代病予防
を目的として制定された法律。国民が健康維持に努
めることを義務としている。国、地方自治体、医療
機関なども協力義務がある。

公
こう

益
えき

信
しん

託
たく

制
せい

度
ど

「公益信託」とは信託法 66 条以下に法的な根拠が
ある制度。個人や法人が、福祉活動、育英奨学、環
境保全、国際交流など一定の公益目的のために財産
を受託者（信託銀行など）に信託譲渡し、受託者は
信託管理人とともにこの信託財産を管理運用の上、
運営委員会で助成対象等を決め、その公益目的を実
現する。

国
こく

民
みん

の社
しゃ

会
かい

福
ふく

祉
し

に関
かん

する活
かつ

動
どう

への参
さん

加
か

の促
そく

進
しん

を図
はか

る
ための措

そ

置
ち

に関
かん

する基
き

本
ほん

的
てき

な指
し

針
しん

1993（平成 5）年に告示され、2000（平成 12）年に
改正された。福祉活動を行うにあたっては、自主性
の尊重、公的サービスとの役割分担と連携、地域福
祉の総合的推進、福祉コミュニティ作りが重要であ
るとしている。また、福祉教育・学習を進めること
や、活動の社会的評価を確立することの必要性にも
ふれ、企業および労働組合の社会貢献活動を推進す
ることも重視した。

個
こ

別
べつ

化
か

社会福祉援助活動において、バイステック（Biestek, 
F. P.）が提唱した 7原則の 1つ。クライエントを 1
人の人間として認め、同じような問題をもった場合
であっても、それぞれのクライエントに応じた支援
をしなければならないことを意味している。

コミュニティ／アソシエーション
〔com munity/association〕
アメリカの社会学者マッキーバー（MacⅠver, R. 
M.）が定義した用語。コミュニティは同じところ
に住み、同じようなライフスタイルを持ち、われわ
れ感情を共有している集団のことで、近隣社会、村
落、都市、国民社会へと広がっていく。アソシエー
ションは人びとが自分の個別的な関心を満たすため
に人為的に作り出す集団で企業、学校、教会、労働
組合、国家などがこれにあたる。

コミュニティ・オーガニゼーション
ソーシャルワークの技術の 1つで、間接援助技術に
位置づけられる。地域を対象とする援助であること
から地域援助技術ともいう。この定義は変遷してお
り、「ニード・資源調整説」「インターグループワー
ク説」「地域組織化説」「地域開発・社会計画・ソー
シャル・アクションの 3つのモデル」などが挙げら
れる。

コミュニティケア
〔community care〕
さまざまな問題を抱えた人を、施設ではなく地域に
おいて支援していこうとする考え方や取組みを指
す。地域で支援するためには、福祉のみならず、多
くの社会資源のネットワーク化が必要となる。

コミュニティ財
ざい

団
だん

市民や企業の寄附によって成り立ち、1つの理事会
および事務局が、それぞれ独立した複数の基金を一
括して管理、運営する団体。市民一人ひとりの地域
貢献の志を有効に使うことが可能となる。

コミュニティ・ソーシャルワーカー
地域を基盤としながら、1人のクライエントの問題
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